
中小企業 海外への布石～ポストコロナ時代の進出支援

海外進出の熱い想いに寄り添う

　われわれは中小企業診断士のコ
ンサルタント集団で、所属する約
130人のメンバーはそれぞれ製造
業、卸小売業、IT産業などさま
ざまな分野の経験・専門知識を有
し、日頃から日本企業の経営をサ
ポートしている。私もNTTグル
ープで電気通信設備の建設・保守、
企画・人事など多岐にわたる業務
を担当してきた。海外経験が豊富
なメンバーも多く、依頼内容に応
じ柔軟にチーム編成できることが
特徴である。
 海外市場に活路を見出す企業が
増える昨今は、東南アジア地域を
中心に海外進出、現地での企業経
営に関するアドバイスに取り組ん
でいる。国際協力機構（JICA）
中小企業・SDGsビジネス支援事
業の外部人材には2016年に登録
した。
 資金力が潤沢でない中小企業に
とって、金額が大きいJICAの企
業支援は魅力的だ。一方で、これ
は補助事業ではなく委託事業なの
で、JICAが提示する条件を満た
す必要があり、他省庁の補助金と
比べ準備などに手間がかかる。そ
の条件には、企業の技術・サービ
スが現地の社会課題の解決に資す
ることや、現地パートナーとの連

携体制を構築するなどがあり、最
近はJICA支援事業の終了後も独
自に海外展開を進めていけるかと
いった「継続性」も重視される。
　そのため応募企業には“海外進
出への熱い想い”とともに相当の
“覚悟”が求められる。例えば、
応募の準備段階から自費で現地に
社員を派遣して現状やニーズの調
査を行い、事業の可能性を調査す
る必要もある。これは本業の片手
間に行えるような作業ではない。
　そうしたコストや労力を厭わな
い覚悟が企業にあるかが重要で、
それを測る上でもわれわれはコン
サルティング業務をお引き受けす
る際は無理のない範囲で着手金を
いただくことにしている。着手金
を払ってでも海外展開に挑戦した
いという企業には、単に応募書類
の作成に留まらず、採択後の現地
での活動をはじめとする伴走型支
援を行っている。

強みに合った戦略をアドバイス

 海外進出を成功させるためには、
自社の強みや特徴に合わせた戦略
が必要だ。特にJICA案件の場合
は、進出国の課題と進出企業の技
術やサービスの強みとのマッチン
グが強く求められる。
 われわれは中小企業の経営診断
ノウハウを活用して、客観的な立

場で企業の強み・弱みの分析を行
い、最適な海外進出形態や事業ス
キームなどを提案・アドバイスし
ている。例えば、自社製品が“オ
ンリーワン”の高い技術・サービ
スを有する企業でありながら、進
出国の現地課題やニーズにマッチ
していない企画提案のために
JICAの支援事業に何度も応募し
ては不採択となったケースがある。
彼らの話をよくよく聞くと、この
企業ではすでにここ数年で国内外
に大手の顧客を多数持つに至って
いた。そこでわれわれは「あなた
たちはすでに単独での海外展開が
できている。JICAの支援にこだ
わらなくてもいいのではないか」
と提案した。
　この企業はその後、この提案を
受けて自力での販路拡大へと方針
を変えた。JICAの支援事業に限
らず、多様な形での海外進出を柔
軟にサポートできるのは、日頃か
ら中小企業の経営支援を行ってい
るわれわれのもう一つの強みだ。
 現在、多くの企業がコロナ禍の
煽りを受け、海外進出には慎重に
なっている。われわれとしては引
き続き、“海外進出への熱い想
い”を有する企業へ寄り添って、
その強みを海外の地で発揮できる
お手伝いをしていくつもりだ。
（聞き手：本誌編集部・木村 夏）

企業の強みを引き出し最適解を探す
(一社）城西コンサルタントグループ

2019年度から企業支援を本格化

　建設系コンサルタントのアンジ
ェロセックは、政府開発援助
（ODA）で道路、橋、防災など
のインフラ関連の技術協力プロジ
ェクトや計画準備調査、機材調達
案件に多くの実績がある。フラン
ス資本との合弁企業であるため、
西アフリカ諸国で強みがあるのも
特徴だ。
　2019年度からは日本の中小企
業の海外進出を支援する取り組み
も本格化した。事業開発部の私た
ち２人が専任で担当し、農業、廃
棄物処理、水浄化、保健医療、教
育、防災など幅広く対応している。
　日本の中小企業は国内市場の低
迷を背景に、さらなる成長を求め
て海外に活路を開こうとしている。
だが、日本製は現地製や中国製な
どの競合製品より数倍割高で、生
産やサービスを現地化する必要が
ある。それを支援するのがコンサ

ルタントの役割だ。これまで国際
協力機構（JICA）の中小企業・
SDGsビジネス支援事業における
外部人材として、メキシコ、マー
シャル諸島、マラウイの調査事業
を支援した。
　20年は、ベトナムで水の浄
化・水処理と農業分野で計３件の
調査事業が採択された。このうち
農業は、茨城県の企業など３社に
よる「新品種レタスの普及と鮮度
保持輸送に関する案件化調査」だ。
ベトナムは経済発展で中間層が台
頭し、消費市場が拡大して商品作
物の需要も高まっている。ハノイ
近郊で路地栽培がしやすい新品種
レタス栽培の普及と、鮮度を保つ
ためのコールドチェーン整備を図
る。
　水の浄化や廃棄物処理では、浄
化槽や腐敗槽汚泥の減容化のほか、
下水処理場や食品加工工場から出
る有機汚泥を再資源化し、最終処
分量を減容化できる装置の販売と
請負処理事業に関する調査を行う。
　
JICA企業支援事業に３つの要望

　提案企業のビジネス展開を実現
することが目的であるJICAの企
業支援事業の改善について、次の
３つの要望がある。①年２回の公
示をせめて年３回にし、提案機会
を増やしてほしい、②審査では全

ての提案企業にヒアリングを実施
し、ビジネス展開に関する各社の
意気込みをきちんと確認してほし
い、③これまで採択され、調査や
実証事業が終了した案件のうち、
何社が実際に海外進出（現地法人
設立、現地代理店と契約、営業・
サービス展開、現地委託製造、現
地傭人採用など）したのか、国別
に公表してほしい。
　②については、地理的距離、治
安、経済社会構造の脆弱性、市場
性などの観点からアフリカ、中南
米、大洋州などへの進出は、大企
業ならまだしも、中小企業が事業
終了後に本当に自力でビジネス展
開できるのか、懐疑的である。企
業にとって進出の「手段」である
はずの企業支援事業が「目的」化
していないか、審査過程において
全提案企業にヒアリングを行い、
きちんと見極めてほしい。
　日本企業が現地へ進出できれば、
現地の雇用創出、人材育成、技術
移転などにつながる。それが現地
の経済社会に裨益し、親日的な国
民が増え、ひいては日本の国益に
も資するはずだ。また、JICAの
採択方針は顕在化している課題解
決に重きが置かれているが、官民
連携で現地進出を実現することに
よる貢献をもっと評価してほしい。
（聞き手：本誌編集委員・竹内 幸史）
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事業開発部 部長西アフリカでは外資系の強みも 自力の海外進出も後押し
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